
16．未収家賃が回収不能となった場合②

飯田真之税理士事務所 28

（ポイント）①貸倒れとなる事実の確認 ②事業的規模とそれ以外で処理が異なる

事業的規模の場合 事業的規模以外の場合

回収不能となった年分の必要経費に算入 収入に計上した年分までさかのぼって、
その回収不能に対応する所得がなかった
ものとして、所得金額の計算をやり直す

→更正の請求

賃貸料等の回収不能による貸倒損失

2018/１/21

貸倒れがあった場合、事業的規模で
あるか、事業的規模以外であるかに
より処理が異なります。



17．青色申告決算書（不動産用）３頁目

飯田真之税理士事務所 29

国税庁 平成29年分 青色申告決算書（不動産所得）の書き方 P4

1頁目⑧へ４頁（負債）へ

2018/１/21



18．減価償却費とは？

飯田真之税理士事務所
30

減価償却資産
業務のために用いられる建物、建物附属設備、機械装置、

器具備品、車両運搬具などの資産（10万円以上）

→ これらの資産は、一般的には「時の経過」等
によってその価値が減っていく

これらの資産の取得に要した金額は、取得した時に全額必要経費になるのでは
なく、その資産の使用可能期間（法定耐用年数）にわたり配分して必要経費とする

→ この手続を「減価償却」という。

購入時 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

50万×0.200
＝10万

経費10

50万×0.200
＝10万

経費10

経費10

50万×0.200
＝10万

経費10

50万×0.200
＝10万

¥1まで

1円まで

取得価額

50

2018/１/21



19．減価償却費の計算

飯田真之税理士事務所 31

定額法の場合（毎年の償却額が同額になるように配分）

１．平成19年３月31日以前に取得した減価償却資産の場合

減価償却費＝（取得価額×0.9）× 旧定額法の償却率

（耐用年数表による）

２．平成19年４月1日以後に取得した減価償却資産の場合

減価償却費＝ 取得価額 × 定額法の償却率

（耐用年数表による）

償却費の額が原則として毎年同額となる（残存価額が１円になるまで償却する）

減価償却限度額95%まで償却
残りを5年間で償却 （５％－１円）×各年の月数／60

2018/１/21



19．減価償却費の計算

飯田真之税理士事務所 32

（耐用年数表による）

【参考】定率法 … あらかじめ届出書の提出が必要

減価償却費＝ 未償却残高 × 定率法の償却率

2018/１/21

償却費の額は初めの年ほど多く、年とともに減少する
ただし、定率法の償却率により計算した償却額が「償却保証額」に満たなくなっ

た年分以後は、毎年同額となる。

上記の金額が償却保証額に満たなくなった年分以後は次の算式
（算式） 改定取得価額×改定償却率



20．減価償却資産の法定耐用年数（耐用年数表）

飯田真之税理士事務所 33

国税庁 平成29年分 青色申告決算書（不動産所得）の書き方 P７

2018/１/21

減価償却1行目 H15.1取得 木造建物 貸家

減価償却２行目 H18.1取得 木骨モルタル建物 アパート

減価償却３行目 H29.1取得 鉄筋コンクリート アパート

減価償却４行目 H17.４取得 アスファルト敷



21．減価償却資産の償却率表

飯田真之税理士事務所 34

国税庁 平成29年分 青色申告決算書（不動産所得）の書き方 P６

2018/１/21

減価償却1行目 H15.1取得 木造建物 貸家
22年（旧定額法）

減価償却２行目 H18.1取得 木骨モルタル建物
アパート 20年（旧定額法）

減価償却３行目 H29.1取得 鉄筋コンクリート
アパート 47年（定額法）



18．青色申告決算書（不動産用）３頁目（再掲）

飯田真之税理士事務所 35

国税庁 平成29年分 青色申告決算書（不動産所得）の書き方 P4

1頁目⑧へ４頁（負債）へ

法定耐用年数
償却率

取得年月日
取得価額

2018/１/21

旧定額法は取得価額×0.9
定額法は取得価額を記載

分子は事業供与月数

すべて事業用
ならば100％

30万円未満
（1年合計300万
円未満）の特例



22．修繕費と資本的支出の違い

飯田真之税理士事務所 36

「修繕費」＝日常用語の「修繕費」と税務的な意味での「修繕費」は少し違う！

修繕費
必要経費となる。
（維持管理のための補修。原状回復のための修理）

資本的支出
①建物の価値が増加した部分
②建物の寿命が伸びた部分

一時の必要経費とならず、
固定資産（減価償却資産）
の取得として減価償却を通
じて必要経費に！

（修繕費の例） （資本的支出の例）

① 壁の塗装費用
② 床のき損部分の取替え③ 畳の表替え
④ はく離した瓦の取替え
⑤ き損したガラスの取替
⑥ 障子、ふすまの張り替え

① 建物の避難階段の取付け（物理的な付加）
② 和室（畳部屋）を洋室（フローリング）に
改装（用途変更）
③ モルタルの壁をタイルに張り替え
（耐久性増加）

請求書等が「○○工事一式」では中身が分からないので注意！

2018/１/21



22．修繕費と資本的支出の判断基準（フローチャート）

飯田真之税理士事務所 37

修理改良等のための支出金額

20万円未満
又は 周期がおおむね３年以内

明らかに価値を高めるもの
耐久性を増すものか

通常の維持管理ものか

災害などで毀損したものの原状回復

（明らかでない場合）
60万円未満

又は前期末取得価額の10％以下か

７：３割合区分法

NO

NO

NO

NO

NO

YES

YES

YES

YES

30％

修繕費実質により判定
NO

資本的支出

70％

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

このフロー
チャートで
判定します！

2018/１/21

スタート


